
 

堺市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもの

のほか、法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）の実施について必要な事項を定める。 

（事業内容） 

第２条 市長は、総合事業として次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 介護予防・生活支援サービス事業 

ア 訪問型サービス 

(ｱ) 介護予防訪問サービス 

(ｲ) 担い手登録型訪問サービス 

イ 通所型サービス 

(ｱ) 介護予防通所サービス 

(ｲ) 担い手登録型通所サービス 

(ｳ) 短期集中通所サービス 

ウ 介護予防ケアマネジメント 

   (ｱ) 従来型ケアマネジメント 

   (ｲ) 初回型ケアマネジメント 

 (2) 一般介護予防事業 

ア  介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

 （対象者） 

第３条 前条第１号に規定する事業（以下「第１号事業」という。）の対象者は、法第１１

５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等（以下単に「居宅要支援被保険

者等」という。）とし、別表第１の左欄に掲げる事業名に応じ同表右欄に定めるとおりと

する。 

２ 前条第２号に規定する事業の対象者は、法第９条第１号に規定する第１号被保険者（以

下単に「第１号被保険者」という。）及びその支援活動に関わる者とする。 

（事業の実施） 

第４条 第２条第１号ア(ｱ)及びイ(ｱ)に掲げる事業は、法第１１５条の４５の３第１項に

規定する指定事業者（以下単に「指定事業者」という。）が実施するものとする。 

２ 第２条各号に掲げる事業（前項に規定するものを除く。）は、法第１１５条の４７第４



項の規定により、適切に当該事業を実施することができると認められる者に委託して実

施することができる。 

 （指定の有効期間） 

第５条 省令第１４０条の６３の７の規定により市が定める指定事業者の指定の有効期間

は、６年とし、当該指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によっ

て、その効力を失う。 

（指定事業者の指定の申請） 

第６条 指定事業者の指定を受けようとする者は、法第１１５条の４５の５第１項の規定

により、市長に申請しなければならない。 

（指定事業者の指定の更新） 

第７条 指定事業者の指定の更新を受けようとする者は、法第１１５条の４５の６第４項

の規定により準用する法第１１５条の４５の５第１項の規定により、市長に申請しなけ

ればならない。 

（指定事業者による第１号事業の実施） 

第８条 指定事業者は、市長が別に定める基準に従い、第４条第１項に規定する事業を実施

しなければならない。 

（第１号事業に要する費用の額） 

第９条 第１号事業に要する費用の額は、事業の内容及び費用の区分に応じて別表第２に

定める単位に別表第３に定める単価を乗じて算定するものとする。 

２ 前項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てるもの

とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、費用の算定に当たっては、市長が別に定める基準に従い算

定するものとする。 

（第１号事業支給費の支給） 

第１０条 市長は、法第１１５条の４５の３第３項の規定により、指定事業者が実施する第

１号事業に係る第１号事業支給費（同条第１項の第１号事業支給費をいう。以下同じ。）

を指定事業者に支払うものとする。 

２ 第１号事業支給費の額は、別表第４に定めるとおりとする。 

（文書の提出等） 

第１１条 市長は、第１号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、当該支給

を受ける者又は当該支給に係る第１号事業を担当する者に対し、文書その他の物件の提

出若しくは提示を求め、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

 （支払方法の変更） 

第１２条 被保険者証に法第６６条第１項に規定する支払方法変更の記載をされている居

宅要支援被保険者等に対し第１号事業支給費を支給する場合については、第１０条第１

項の規定は、適用しない。 

 （支払の一時差止め） 

第１３条 市長は、居宅要支援被保険者等が法第６７条第１項又は第２項の規定により保



険給付の全部又は一部の支払の一時差止めを受けている場合においては、当該居宅要支

援被保険者等に対する第１号事業支給費の支給の全部又は一部の支払を一時差し止める

ものとする。 

（利用料） 

第１４条 省令第１４０条の７２第１項の規定により市が定める利用料は、別表第５のと

おりとする。 

（第１号事業支給費に係る支給限度額） 

第１５条 法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下単に「居宅要支援被保険

者」という。）の第１号事業支給費に係る支給限度額は、法第５５条第１項の規定による

ものとする。 

２ 省令第１４０条の６２の４第２号に規定する者（以下「事業対象者」という。）の第１

号事業支給費に係る支給限度額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護

予防サービス費等区分支給限度基準額（平成１２年厚生省告示第３３号）第２号イに規定

する単位数により算定した額とする。 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第１６条 市長は、災害その他特別の事情があることにより必要な費用を負担することが

困難であると認めるときは、第１号事業支給費の額の特例を決定することができる。 

２ 第１号事業支給費の額の特例に関する割合は、堺市介護保険施行規則（平成１２年規則

第７２号）第４２条第１項の規定を準用する。 

３ 堺市介護保険施行規則第４２条第４項の規定により介護保険利用者負担額減額・免除

認定証の交付を受けている居宅要支援被保険者は、第１項の第１号事業支給費の額の特

例の決定を受けたものとみなす。 

（高額介護予防サービス費相当事業） 

第１７条 市長は、指定事業者が実施する第１号事業の利用により生じた利用者負担額が

著しく高額であるときは、法第６１条第１項の高額介護予防サービス費に相当する額を

支給することができる。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業） 

第１８条 市長は、指定事業者が実施する第１号事業の利用により生じた利用者負担額及

び医療保険の自己負担額を合算した額が著しく高額であるときは、法第６１条の２第１

項の高額医療合算介護予防サービス費に相当する額を支給することができる。 

（委任） 

第１９条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）の前日から引き続き次の各号に掲げる



サービスを利用している者に係る施行日以後の期間における当該サービスの利用につい

ては、それぞれ当該各号に定めるサービスの利用とみなす。 

(1) 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関

する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１４条第２項の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法第５条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法律第１

２３号。以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護 介護

予防訪問サービス 

(2) 旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護 介護予防通所サービス 

 (3) 介護予防支援（介護予防訪問介護又は介護予防通所介護のいずれかのみを利用して

いる場合に限る。） 従来型ケアマネジメント  

 （施行前の準備行為） 

３ 指定事業者の指定に関し必要な手続その他の行為については、この要綱の施行前にお

いても、この要綱の規定の例により行うことができる。 

（指定事業者の指定の有効期間に関する特例措置） 

４ 旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護又は同条第７項に規定する介護予

防通所介護の指定を平成２７年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に受けた場

合における当該事業者の旧法第１１５条の４５の５第１項に規定する指定の有効期間は、

第５条の規定にかかわらず、平成２９年３月３１日までに申請があった場合に限り、同年

４月１日から１年とする。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、平成３０年７月１日以後に実施される第

１号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例によ

る。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、令和元年１０月１日以後に実施される第

１号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例によ



る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、令和３年４月１日以後に実施される第１

号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、令和４年８月１６日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、令和４年１０月１日以後に実施される第

１号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例によ

る。 

   附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、令和６年４月１日以後に実施される第１

号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この要綱による改正後の別表第２の規定は、令和６年６月１日以後に実施される第１

号事業について適用し、同日前に実施された第１号事業については、なお従前の例による。 

  



別表第１（第３条関係） 

事業名 対象者 

介護予防訪問サービス 居宅要支援被保険者、事業対象者（新規）又は事業対象者

（認定未更新）であって、介護予防支援又は介護予防ケア

マネジメントにより事業の利用が必要と認められる者。

ただし、事業対象者（新規）が利用できる期間は１２か月

を限度とする。 

担い手登録型訪問サービス 

介護予防通所サービス 

担い手登録型通所サービス 

短期集中通所サービス 居宅要支援被保険者又は事業対象者であって、介護予防

支援又は介護予防ケアマネジメントにより事業の利用が

必要と認められる者 

従来型ケアマネジメント 居宅要支援被保険者又は事業対象者（初回型ケアマネジ

メントの対象者を除く。） 

初回型ケアマネジメント 居宅要支援被保険者又は事業対象者であって、短期集中

通所サービスのみを利用する者 

備考 

 １ この表において「事業対象者（新規）」とは、要介護又は要支援の認定を受けていな

い者（要介護又は要支援の認定申請を行っている者を除く。）であって、事業対象者と

なった者をいう。 

 ２ この表において「事業対象者（認定未更新）」とは、要支援認定の有効期間内又は有

効期間の末日から１年以内に事業対象者となった者（要介護又は要支援の認定申請の

結果が非該当と認定された者を除く。）をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別表第２（第９条関係）  

事業名 費目 単位 

介 護 予 防 

訪問サービス 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ） 1週に 1回程度の場合 1月につき 1,176単位 

介護予防訪問サービス費（Ⅱ） 1週に 2回程度の場合１月につき 2,349単位 

介護予防訪問サービス費（Ⅲ） 1 週に 2 回を超える程度の場合１月につき

3,727単位 

介護予防訪問サービス費（Ⅳ） １回につき 287単位 

共生型介護

予防訪問サ

ービス費 

指定居宅介護事業所

で障害者居宅介護従

業者基礎研修課程修

了者等により行われ

る場合 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に

70／100を乗じた単位とする。 

指定居宅介護事業所

で重度訪問介護従業 

者養成研修修了者に

より行われる場合 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に

93／100を乗じた単位とする。 

 

指定重度訪問介護事

業所が行う場合 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に

93／100を乗じた単位とする。 

初回加算 １月につき 200単位を加算する。 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １月につき 100単位を加算する。 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） １月につき 200単位を加算する。 

口腔連携強化加算 １回につき 50 単位を加算する（１月に１回

を限度） 

高齢者虐待防止措置未実施減算 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、介護予防訪問サービス費（Ⅰ）か

ら介護予防通所サービス費（Ⅳ）までの項に

係る単位に 100 分の 1 を乗じた単位数を減

算する。 

同一建物減算(1)  介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に

90／100を乗じた単位とする。 

同一建物減算(2) 

 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に

85／100を乗じた単位とする。 

同一建物減算(3) 

 

介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から介護予防

訪問サービス費（Ⅳ）までの項に係る単位に



88／100を乗じた単位とする。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

245／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

224／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

182／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

145／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(1) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

221／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(2) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

208／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(3) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

200／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(4) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

187／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(5) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

184／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(6) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

163／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(7) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

163／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(8) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

158／1000を乗じた単位を加算する。 



介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(9) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

142／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(10) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

139／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(11) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

121／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(12) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

118／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(13) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に

100／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(14) 介護予防訪問サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(3)までの項において算出した単位に 76

／1000を乗じた単位を加算する。 

担い手登録型

訪問サービス 

担い手登録型訪問サービス費 １回につき 206単位 

介 護 予 防 

通所サービス 

 

介護予防通所サービス費（Ⅰ） １月につき 1,798単位（事業対象者・要支援 1） 

 

介護予防通所サービス費（Ⅱ） １月につき 3,621単位（事業対象者・要支援 2） 

 

介護予防通所サービス費（Ⅲ） １月につき 1,798単位（要支援 2） 

 

介護予防通所サービス費（Ⅳ） １回につき 436単位（事業対象者・要支援 1） 

 

介護予防通所サービス費（Ⅴ） １回につき 447単位（事業対象者・要支援 2） 

 

共生型介護

予防通所サ

ービス費 

指定生活介護事業所

が行う場合 

介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防

通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

93／100を乗じた単位とする。 

指定自立訓練事業所

が行う場合 

介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防

通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

95／100を乗じた単位とする。 

指定児童発達支援事 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防



業所が行う場合 通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

90／100を乗じた単位とする。 

指定放課後等デイサ

ービス事業所が行う

場合 

介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防

通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

90／100を乗じた単位とする。 

若年性認知症利用者受入加算 １月につき 240単位を加算する。 

生活機能向上グループ活動加算 １月につき 100単位を加算する。 

栄養アセスメント加算 １月につき 50単位を加算する。 

栄養改善加算 １月につき 200単位を加算する。 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １月につき 150単位を加算する。 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １月につき 160単位を加算する。 

一体的サービス提供加算 １月につき 480単位を加算する。 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ １月につき 88単位を加算する。 

（週 1回）事業対象者・要支援 1  

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ １月につき 176単位を加算する。 

（週 2回）事業対象者・要支援 2  

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ハ １月につき 88単位を加算する。 

（週 1回）要支援 2 

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）イ １月につき 72単位を加算する。 

（週 1回）事業対象者・要支援 1  

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）ロ １月につき 144単位を加算する。 

（週 2回）事業対象者・要支援 2  

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）ハ １月につき 72単位を加算する。 

（週 1回）要支援 2 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）イ １月につき 24単位を加算する。 

（週 1回）事業対象者・要支援 1  

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ロ １月につき 48単位を加算する。 

（週 2回）事業対象者・要支援 2  

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ハ １月につき 24単位を加算する。 

（週 1回）要支援 2 

生活機能向上連携加算（Ⅰ） １月につき 100単位を加算する。 

（3月に 1回を限度） 

生活機能向上連携加算（Ⅱ） １月につき 200単位を加算する。 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） １回につき 20単位を加算する。 

（6月に 1回を限度） 

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） １回につき 5単位を加算する。 

（6月に 1回を限度） 



科学的介護推進体制加算 １月につき 40単位を加算する。 

定員超過減算 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防

通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

70／100を乗じた単位とする。 

看護・介護職員減算 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から介護予防

通所サービス費（Ⅴ）までの項に係る単位に

70／100を乗じた単位とする。 

高齢者虐待防止措置未実施減算 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、介護予防通所サービス費（Ⅰ）か

ら介護予防通所サービス費（Ⅴ）までの項に

係る単位に 100 分の 1 を乗じた単位数を減

算する。 

業務継続計画未策定減算 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさな

い場合は、介護予防通所サービス費（Ⅰ）か

ら介護予防通所サービス費（Ⅴ）までの項に

係る単位に 100 分の 1 を乗じた単位数を減

算する。 

送迎減算 片道につき 47単位を減算する。 

ただし、介護予防通所サービス費（Ⅰ）又は

（Ⅲ）を算定している場合は１月につき 376

単位を、介護予防通所サービス費（Ⅱ）を算

定している場合は１月につき 752 単位を上

限とする 

同一建物減算(1) 

 

介護予防通所サービス費（Ⅰ）を算定してい

る場合、１月につき 376単位を減算する。 

事業対象者・要支援 1 

同一建物減算(2) 

 

介護予防通所サービス費（Ⅱ）を算定してい

る場合、１月につき 752単位を減算する。 

事業対象者・要支援 2 

同一建物減算(3) 

 

介護予防通所サービス費（Ⅲ）を算定してい

る場合、１月につき 376単位を減算する。 

要支援 2 

同一建物減算(4) 

 

介護予防通所サービス費（Ⅳ）又は（Ⅴ）を

算定している場合、１回につき 94 単位を減

算する。 

事業対象者、要支援 1、要支援２ 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物



減算(4)までの項において算出した単位に 92

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 90

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 80

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 64

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(1) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 81

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(2) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 76

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(3) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 79

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(4) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 74

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(5) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 65

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(6) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 63

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(7) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 56

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(8) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 69

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(9) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 54



／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(10) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 45

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(11) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 53

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(12) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 43

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(13) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 44

／1000を乗じた単位を加算する。 

介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）(14) 介護予防通所サービス費（Ⅰ）から同一建物

減算(4)までの項において算出した単位に 33

／1000を乗じた単位を加算する。 

担い手登録型

通所サービス 

担い手登録型通所サービス費 １回につき 213単位 

送迎加算 １回につき 35単位を加算する。 

入浴加算 １回につき 35単位を加算する。 

定員超過減算 担い手登録型通所サービス費に係る単位に

70／100を乗じた単位とする。 

短期集中通所

サービス 

短期集中通所サービス費 １回につき 358単位 

送迎加算 片道につき 47単位 

初回訪問加算 １回につき 308単位 

従来型ケア 

マネジメント 

 

ケアマネジメント費 １月につき 442単位 

初回加算 １月につき 300単位を加算する。 

委託連携加算 １月につき 300単位を加算する。 

高齢者虐待防止措置未実施減算 １月につき 4単位を減算する。 

業務継続計画未策定減算 １月につき 4単位を減算する。 

初回型ケア 

マネジメント 

ケアマネジメント費 １月につき 742単位 

高齢者虐待防止措置未実施減算 １月につき 4単位を減算する。 

業務継続計画未策定減算 １月につき 4単位を減算する。 

 

  



別表第３（第９条関係） 

事業名 単価 

介護予防訪問サービス 
10.7円 

担い手登録型訪問サービス 

介護予防通所サービス 

10.45円 担い手登録型通所サービス 

短期集中通所サービス 

従来型ケアマネジメント 
10.7円 

初回型ケアマネジメント 

 

 

 



別表第４（第１０条関係） 

事業名 対象者 支給費 

介護予防訪問 

サービス 

ア 第１号被保険者であって法第５９条

の２第１項に規定する政令で定めると

ころにより算定した所得の額が同項に

規定する政令で定める額以上である者

（以下「２割負担者」という。）、同条第

２項に規定する政令で定めるところに

より算定した所得の額が同条第１項に

規定する政令で定める額以上である者

（以下「３割負担者」という。）及び法

第６９条第１項に規定する給付額減額

等の記載を受けた者（当該記載を受けた

日の属する月の翌月の初日から当該給

付額減額期間が経過するまでの間に限

る。以下「給付額減額者」という。）に

該当しない者（以下「１割負担者」とい

う。） 

第９条第１項の第１号事業に要

する費用の額（以下この表におい

て「第１号事業費用額」という。）

の１００分の９０に相当する額 

イ ２割負担者 第１号事業費用額の１００分の

８０に相当する額 

ウ ３割負担者及び給付額減額者（エに掲

げる者を除く。） 

第１号事業費用額の１００分の

７０に相当する額 

エ 給付額減額者（３割負担者に限る。） 第１号事業費用額の１００分の

６０に相当する額 

介護予防通所 

サービス 

ア １割負担者 第１号事業費用額の１００分の

９０に相当する額 

イ ２割負担者 第１号事業費用額の１００分の

８０に相当する額 

ウ ３割負担者及び給付額減額者（エに掲

げる者を除く。） 

第１号事業費用額の１００分の

７０に相当する額 

エ 給付額減額者（３割負担者に限る。） 第１号事業費用額の１００分の

６０に相当する額 

 

 

 



別表第５（第１４条関係） 

事業名 対象者 利用料 

担い手登録型 

訪問サービス 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）に基づく保護を受けている世帯又は

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）による支援給

付を受けている世帯（以下「生活保護等

受給世帯」という。）に属する者 

０円 

イ １割負担者 １回につき２００円 

ウ ２割負担者 １回につき４００円 

エ ３割負担者及び給付額減額者（オに掲

げる者を除く。） 

１回につき６００円 

オ 給付額減額者（３割負担者に限る。） １回につき８００円 

担い手登録型 

通所サービス 

ア 生活保護等受給世帯に属する者 ０円 

イ １割負担者 １回につき２００円（送迎加算利

用時は５０円、入浴加算利用時は

５０円を加算した額） 

ウ ２割負担者 

 

１回につき４００円（送迎加算利

用時は１００円、入浴加算利用時

は１００円を加算した額） 

エ ３割負担者及び給付額減額者（オに掲

げる者を除く。） 

１回につき６００円 

オ 給付額減額者（３割負担者に限る。） １回につき８００円 

短期集中通所

サービス 

ア 生活保護等受給世帯に属する者 ０円 

イ 生活保護等受給世帯以外の世帯に属

する者 

１回につき３００円 

 


